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TPP 交渉にかかる情報開示と徹底審議を求めます 

 
TPP 交渉は 2 月に協定調印が行われ、今国会では特別委員会を設置してＴＰＰの承認案

と関連法案の審議が始まっています。ＴＰＰは国家主権や国民生活よりもグローバル資本

の利益を最重視する不平等な新自由主義協定であり，その影響は農と食の安全・安心、医

療、労働，環境，知的財産など国民の命と生活全般に及ぶものであり、本会としては交渉

からは撤退すべきと主張してきました。 
政府は医療分野では国民皆保険制度への影響はないと説明していますが、「医薬品及び医

療機器に関する透明性及び手続の公正な実施」（附属文書 26-Ａ）や日米両政府の交換文書

が存在するなど、今後の協議によっては日本の医療制度へ影響が及ぶ不安があります。薬

価制度をはじめとして、中長期的にみるとＴＰＰ協定が日本の公的医療保険制度を空洞化

させる危険性をはらんでいると考えています。 
 特別委員会では政府の交渉過程に関わる文書はほぼ黒塗りといった実質非開示で秘密交

渉の本質が改めて明らかになりました。私たちは情報開示を十分にすると共に、下記の点

を含めて徹底審議をして、公的医療の確保に懸念がある場合には国会承認しないことを求

めます。 
記 

 
１、政府が国民のために医療費の窓口負担を軽減するといった制度変更を行うような場合

に、第三分野の医療保険を扱う外資系の保険会社が損害を被ったという理由で ISDS 条

項を発動する懸念はないでしょうか。また、地方自治体が福祉医療として窓口負担の軽

減を行った場合にはどうでしょうか。 
２、ラチェット条項について、日本は社会事業サービス（保健、社会保障、社会保険等）

については包括的な留保をしたと説明されています。しかし、社会事業サービスといっ

た場合に自由診療の分野は該当せず、公的保険を守るために保険外の医療分野の規制強

化はラチェット条項の対象とされるのではないでしょうか。また、保険適用外の薬剤、

材料、医療技術を保険導入して公定価格とするような場合にそれを不服としてラチェッ

ト条項及び ISDS 条項が適用される可能性はないでしょうか。 
３、日本の薬価は公定価格ですが、TPP 協定によって薬価決定の過程にアメリカなどの製

薬企業の意向が強く反映される仕組みが求められ、薬価が高値で維持されることはない

でしょうか。オーストラリアでは日本のような公定価格である PBS 価格制度がアメリカ

との FTA により特許医薬品の価格を引き上げる制度が導入されるといった修正を余儀

なくされています。 


